第１回春日井市学校給食運営委員会　議事録

１　開催日時
令和８年１月８日（木）午前11時から午前11時25分まで

２　開催場所
春日井市役所　９階　教育委員会室

３　出席者
委員長　　春日井市　　　　　　　　　副市長　　　　　　　山口　剛典
副委員長　春日井市　　　　　　　　　教育長　　　　　　　兒島　靖
委員　　　春日井市立南城中学校　　　校長　　　　　　　　尾島　芳美
春日井市立東野小学校　　　校長　　　　　　　　河田　誠子
春日井市石尾台小学校　　　校長　　　　　　　　國廣　香織
春日井市ＰＴＡ連絡協議会　家庭教育委員長　　　古賀　治
家庭教育副委員長　　伏見　雪恵
家庭教育副委員長　　神田　美栄
家庭教育委員庶務　　松野　裕介
春日井市学校保健会　　　　学校医部会長　　　　和田　映子
春日井保健所　　　　　　　食品安全課長　　　　川出　潤一郎
　　
（事務局）教育委員会事務局　　　　　教育部長　　　　　　森本　邦博
学校給食課長　　　　加藤　純也
学校給食課長補佐　　宮崎　聡子
学校給食課主査　　　加藤　弘之
学校給食課主査　　　三島　千尋

４　議題
⑴　学校給食費の改定について
⑵　その他
５　会議資料
資料１　学校給食費の改定について
６　議事内容
⑴　学校給食費の改定について
資料１に基づき、事務局から小学校は335円（前年度比＋30円）、中学校は385円（前年度比＋35円）とする改定案について説明
【質問等】
（松野委員）
ある程度食材価格の高騰を想定して金額を算出していると思うが、予測できない理由等により、想定以上に価格が高騰した場合は、公費で負担するのか。全国で、学校給食が質素になっているなどの報道もあるが、子どもたちにとって給食は大切なものであるため、どのように対応できるのか確認したい。
（加藤学校給食課長）
消費者物価指数等から値上げを考慮して食材費を算出してしているが、さらに価格が高騰すると、現時点で想定している、１食当たり小学校335円、中学校385円では献立が作成できなくなる可能性もある。その場合は、保護者負担額を変更せず、公費負担により対応することが多いと考えている。
（山口委員長）
子どもたちに安全安心な給食を提供することを市の考え方としており、基本的には、価格が高騰しても質を落とすことがないように考えている。

【議決】
改定案のとおりとする（委員全員の賛成）。

⑵　その他　
（神田委員）
現在は、給食時に机に敷くためのナプキンを家庭から持参する必要があるが、小学校の保護者から、特に子どもが多い家庭等は、人数分の用意や毎日の洗濯が大変であるため、トレイを導入してもらえないかという希望が出ている。
（加藤学校給食課長）
トレイを使用して給食を提供している自治体もあると承知している。保護者の負担軽減につながると思うが、導入費用や、トレイの洗浄を行う方法の問題があるため、今後の研究とさせていただきたい。

（尾島委員）
保護者負担額はいつ頃決定されるか。また、教職員の給食費について、児童生徒の給食費と同様に、学校給食課から直接引き落とし等を行う対応はできないか。
（加藤学校給食課長）
保護者負担額について、来年度から国が大幅な負担軽減を行うという話が出ており、国会で予算が決まれば、負担軽減のための費用が市に交付される見込みである。ただし、想定している食材費全てを賄うことはできないと考えられるため、不足分の対応を市として考え、次の市議会で予算案を検討する。予算成立後、３月中旬以降に保護者宛の通知を行う。
教職員の給食費の引き落としの件については、システム等の問題もあるため、今後の研究とさせていただきたい。
（山口委員長）
国は当初無償化という文言を使用していたが、国から交付される費用と実際の費用の間に差額が発生するため、市の財政状況等から検討して保護者負担額を決める必要がある。３月議会で決定され次第、お知らせする。

（古賀委員）
国からの負担額が想定よりも増えた場合は、公費負担が増えることになるのか。
（加藤学校給食課長）
公費負担が増え、保護者負担額が少なくなる。
（古賀委員）
食材費自体を増やし、より充実した給食を提供できるようになるわけではないか。
（加藤学校給食課長）
学校給食については、基準となる栄養価が示されており、基準に合った内容のものを提供するため、一定の範囲内で実施させていただくことになる。

（松野委員）
春日井市産の食材を積極的に給食に使用できるとよいと考える。価格等も重要だが、地元の安全な食材を使い、経済を循環させていくことも大切である。
（加藤学校給食課長）
学校給食において、地産地消を進めていくことが求められているが、春日井市の児童生徒数約２万4000名分の食材を確保できるものがほとんどない状況である。主食の米は、春日井市産のものを優先的に調達できる仕組みになっているが、年度途中で春日井市産が不足した場合は、近隣の市町の米を使用している。できる限り地産地消に努めたいと考えている。

（伏見委員）
現在、児童生徒の３人目以降は学校給食費が無償となっているが、自身には子どもが４名いるものの、１名が他市の特別支援学校に通学しており、無償化の対象になっていない。他の家庭でも同様の事例があり、希望して他市の学校に通っているわけではないのに、無償化の対象にならないことに疑問を持つ意見がある。
（加藤学校給食課長）
現在の３人目以降の無償化制度については、通常支払っていただく給食費の徴収をしないという方法で実施しており、他の市町の学校に通う児童生徒を対象とする場合は、市から、該当の学校又は保護者に補助金等を支払う方法が必要となるため、そこまでの対応に至っていない。市立小中学校で給食を食べていない方への補助等については、今後の研究とさせていただきたい。

上記のとおり、春日井市学校給食運営委員会の議事の経過及びその結果を明確にするためにこの議事録を作成し、委員長及び出席者１名が署名する。

令和８年１月９日


委員長　山口　剛典
署名人　河田　誠子
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